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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年12月期第２四半期  249,144  2.0  13,943  14.1  14,305  14.2  7,824  10.9

22年12月期第２四半期  244,295  7.1  12,216  10.2  12,529  11.4  7,057  11.2

  
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年12月期第２四半期  247  59  247  41

22年12月期第２四半期  223  34  223  20

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年12月期第２四半期  234,647  112,466  47.6  3,536  42

22年12月期  213,401  108,931  50.7  3,425  67

（参考）自己資本 23年12月期第２四半期 111,755百万円 22年12月期 108,255百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年12月期  －       0 00 －      135  00  135 00

23年12月期  －       0 00       

23年12月期（予想）     －      140  00  140 00

（注）当四半期における配当予想の修正有無： 無     

  （％表示は、対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期  486,000  4.9  21,000  10.4  21,500  10.2  10,720  0.8  339  23

（注）当四半期における業績予想の修正有無： 無



４．その他（詳細は、【添付資料】４ページ「２.その他の情報」をご覧ください。） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

  

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

  この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、四半期財務諸表に対する四半期レビュー手続が実施中です。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信【添付資料】３ページ

「１.当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。   

  

（１）当四半期中における重要な子会社の異動  ： 無

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用： 有

①  会計基準等の改正に伴う変更： 有  

②  ①以外の変更              ： 無  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期２Ｑ 31,667,020株 22年12月期 31,667,020株

②  期末自己株式数 23年12月期２Ｑ 65,811株 22年12月期 65,718株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年12月期２Ｑ 31,601,231株 22年12月期２Ｑ 31,601,457株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日～平成23年６月30日）におけるわが国経済は、外需主導で景

気が持ち直しつつありましたが、東日本大震災による影響で計画停電、ガソリン不足、サプライチェーンの混

乱などによる素材及び部品等の供給不足、それによる生産活動の低下が発生しました。また福島原発問題に端

を発した電力不足が生産活動へ及ぼす影響への懸念など国内の問題に加え、海外では米国経済の先行きや新興

国のインフレ、欧州諸国における財政問題の懸念もあり、国内企業はIT投資に対して慎重な姿勢をとってきま

した。一方、震災以降、節電対策やBCP（事業継続計画）構築などITに関連する新たなニーズも急速に顕在化

し、IT投資は持ち直してきました。 

 このような中で当社グループは、「お客様の信頼に応え、ITでオフィスを元気にする」を平成23年度のスロ

ーガンに掲げて、お客様との接点を強化して生産性向上、投資対効果の高いシステム提案を積極的に行いまし

た。また複数の製品やサービスを組み合わせたパック商材の整備・拡充、魅力ある保守サービスの開発等スト

ックビジネスの充実を通じて、お客様と安定的かつ長期的な取引関係を構築することによる収益基盤の強化を

図りました。２月には東京、大阪、名古屋において今年で34回目となるプライベートフェアの開催を通じて、

企業におけるIT投資の活性化に努めました。震災後は、被災機修復の無償対応や代替機の貸し出し、グループ

ウェアサービスの無償提供により被災地企業の支援を行うとともに、時機を捉えたITによる節電対策ソリュー

ションやBCPソリューションの提案を行いました。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は2,491億44百万円（前年同期比2.0％増）となりました。

利益につきましては、売上総利益率の改善により、営業利益139億43百万円（前年同期比14.1％増）、経常利

益143億5百万円（前年同期比14.2％増）となりました。純利益につきましては、資産除去債務会計基準適用の

影響5億10百万円もあり、78億24百万円（前年同期比10.9％増）となりました。 
  

（システムインテグレーション事業） 

 コンサルティングからシステム設計・開発、搬入設置工事、ネットワーク構築まで最適なシステムを提供す

るシステムインテグレーション事業では、震災前は企業におけるシステム更新需要やIT投資に積極的な企業の

需要を掴みました。一方、震災後はサプライチェーンの混乱などによる影響がありましたが、節電対策やBCP

構築に対する新たなニーズが顕在化し、これらのニーズへの取り組みもあり、売上高は1,412億86百万円（前

年同期比2.0％増）となりました。 
  

（サービス＆サポート事業） 

 サプライ供給、ハード＆ソフト保守、テレフォンサポート、アウトソーシングサービス等により導入システ

ムや企業活動をトータルにサポートするサービス＆サポート事業では、震災後の計画停電や自粛ムードの影響

を受け売上が減少したサービスもありましたが、オフィスサプライ通信販売事業「たのめーる（*1）」を堅調

に伸ばした結果、売上高は1,071億4百万円（前年同期比2.3％増）となりました。 
  

（その他の事業） 

 その他の事業では、売上高は7億53百万円（前年同期比33.0％減）となりました。 
  

*1 たのめーる＝MRO（Maintenance Repair and Operation：消耗品・補修用品など、企業内で日常的に使用さ

れるサプライ用品のこと）事業の中核を担う事業ブランド。 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

（資産、負債及び純資産の状況） 

  総資産は「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」の増加等により、前連結会計年度末と比べて212億45

百万円増加し、2,346億47百万円となりました。 

 負債は「支払手形及び買掛金」の増加等により、前連結会計年度末と比べて177億11百万円増加し、1,221億

81百万円となりました。 

 純資産は「利益剰余金」の増加等により、前連結会計年度末と比べて35億34百万円増加し、1,124億66百万

円となりました。 

 この結果、自己資本比率は47.6％、１株当たり純資産は3,536円42銭となりました。 
   

（連結キャッシュ・フローの状況） 

 当第２四半期末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べて183億円増加し、562億25

百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。  

 営業活動から得られた資金は、税金等調整前四半期純利益135億44百万円、未払費用の増加77億87百万円等

により、249億13百万円となりました。 

 投資活動に使用した資金は、有形固定資産の取得18億57百万円、ソフトウェアの取得12億76百万円等によ

り、24億77百万円となりました。 

 財務活動に使用した資金は、配当金の支払42億62百万円等により、42億6百万円となりました。  
  
（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成23年12月期（平成23年１月１日～平成23年12月31日）の業績予想 
  
今後の経済状況につきましては、今夏の節電対応が生産活動などに及ぼす影響や米国と欧州、新興国にお

ける経済情勢の行方など不透明な状況はあるものの、サプライチェーンの立て直しや復興需要の顕在化により

景気が持ち直していくことが期待されます。 

 また、企業においてはIT投資に慎重な姿勢をとりつつも、一方ではシステム更新需要や省電力化への対応、

クラウドの活用、IPv6への対応などのIT需要も健在であり、新たな投資機会も期待されます。 

 このような経済状況や企業のIT投資動向に対する見通しを前提として、当社グループは、引き続き地域密着

型運営体制の強化、投資対効果の高いシステム提案を積極的に行い、当社グループの持つ総合力を今まで以上

に発揮していきます。さらに複数の製品やサービスを組み合わせたパック商材の整備・拡充、魅力ある保守サ

ービスの開発等ストックビジネスの充実を通じて、お客様と安定的かつ長期的な取引関係を構築し収益基盤の

強化を図ります。 
  
（システムインテグレーション事業） 

 システムインテグレーション事業では、企業のIT投資動向やIT活用ニーズを見極めながら複写機、コンピュ

ータ、FAX、電話機、回線等を組み合わせた複合システム提案や総合提案をさらに推進します。また節電対策

やデータセンターの活用など、時宜を得た提案も積極的に行いITを通してお客様を支援していきます。 
  
（サービス＆サポート事業） 

 サービス＆サポート事業では、オフィスサプライ通信販売事業「たのめーる」において、商材の拡充、プラ

イベートブランド商品「TANOSEE」の充実等を図ります。また、サポート事業「たよれーる(*2)」において、

システムインテグレーション事業の回復を保守等のサービス契約増に繋げ、併せてハードウェアに依存しない

新しいサービスを増やします。 
  
*2 たよれーる＝お客様の情報システムや企業活動全般をサポートする事業ブランド。 
  
 通期の連結業績予想は以下の通りです。 

 売上高4,860億円（前年同期比4.9％増）、営業利益210億円（前年同期比10.4％増）、経常利益215億円（前

年同期比10.2％増）、当期純利益107億20百万円（前年同期比0.8％増）。 

 セグメント別の売上高では、システムインテグレーション事業が2,681億円（前年同期比5.7％増）、サービ

ス＆サポート事業が2,165億円（前年同期比4.1％増）、その他の事業が14億円（前年同期比27.9％減）。 
  
 平成23年２月１日に発表した連結業績予想に変更はありません。 
  
（注）本決算短信の中で記述しております通期の業績予想など将来についての事項は、予測しえない経済状況

の変化等さまざまな要因があるため、その結果について当社グループが保証するものではありません。
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（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①固定資産の減価償却費の算定方法  

定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法によ

り算定しております。 

  

②繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法  

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法は、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度で使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。 

  

③連結会社相互間の債権債務及び取引の相殺消去  

連結会社相互間の債権と債務を相殺消去するにあたり、当該債権の額と債務の額に差異が見られる場合に

は、合理的な範囲内で当該差異の調整を行わないで債権と債務を消去しております。 

また、連結会社相互間の取引を相殺消去するにあたり、取引金額に差異がある場合で当該差異の重要性が

乏しいときには、一定の合理的な方法により相殺消去しております。 

  

④税金費用の計算 

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

   

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

会計処理基準に関する事項の変更 

①「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日

公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３

月10日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

なお、これによる損益に与える影響額は軽微であります。  

  

②「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しております。  

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ26百万円増加し、税金等調整

前四半期純利益は484百万円減少しております。  

  

表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間

では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

  

  

  

  

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表等 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 49,003 32,669

受取手形及び売掛金 82,349 75,428

有価証券 5,000 5,000

商品 14,621 17,858

仕掛品 568 625

原材料及び貯蔵品 960 1,053

その他 17,589 16,224

貸倒引当金 △516 △608

流動資産合計 169,576 148,251

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 26,966 24,360

その他（純額） 20,694 22,868

有形固定資産合計 47,661 47,228

無形固定資産 5,523 5,730

投資その他の資産   

投資有価証券 5,562 5,453

その他 7,313 7,735

貸倒引当金 △990 △997

投資その他の資産合計 11,885 12,191

固定資産合計 65,070 65,150

資産合計 234,647 213,401
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 74,873 67,498

短期借入金 7,430 7,340

未払法人税等 5,811 5,182

賞与引当金 2,943 2,652

その他 27,317 18,438

流動負債合計 118,376 101,111

固定負債   

長期借入金 － 10

退職給付引当金 1,819 1,783

役員退職慰労引当金 444 559

資産除去債務 226 －

その他 1,314 1,005

固定負債合計 3,805 3,358

負債合計 122,181 104,469

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,374 10,374

資本剰余金 16,254 16,254

利益剰余金 99,388 95,830

自己株式 △125 △124

株主資本合計 125,892 122,335

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 320 383

土地再評価差額金 △14,331 △14,331

為替換算調整勘定 △126 △131

評価・換算差額等合計 △14,137 △14,079

少数株主持分 711 675

純資産合計 112,466 108,931

負債純資産合計 234,647 213,401
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 244,295 249,144

売上原価 191,571 193,834

売上総利益 52,723 55,309

販売費及び一般管理費 40,507 41,366

営業利益 12,216 13,943

営業外収益   

受取利息 20 29

有価証券利息 8 2

受取配当金 29 25

受取家賃 107 107

持分法による投資利益 47 129

その他 151 105

営業外収益合計 364 401

営業外費用   

支払利息 47 38

その他 4 0

営業外費用合計 51 39

経常利益 12,529 14,305

特別利益   

投資有価証券売却益 0 3

貸倒引当金戻入額 2 18

特別利益合計 2 21

特別損失   

固定資産除却損 87 96

減損損失 9 4

投資有価証券評価損 － 0

関係会社株式評価損 9 0

関係会社整理損 37 －

貸倒引当金繰入額 5 150

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 510

その他 20 21

特別損失合計 169 783

税金等調整前四半期純利益 12,362 13,544

法人税等 5,253 5,660

少数株主損益調整前四半期純利益 － 7,883

少数株主利益 51 59

四半期純利益 7,057 7,824
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 12,362 13,544

減価償却費 2,946 2,987

減損損失 9 4

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13 68

受取利息及び受取配当金 △49 △55

有価証券利息 △8 △2

支払利息 47 38

持分法による投資損益（△は益） △47 △129

固定資産除却損 87 96

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 510

売上債権の増減額（△は増加） △8,361 △6,707

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,337 3,385

仕入債務の増減額（△は減少） 10,495 7,351

未払費用の増減額（△は減少） 7,883 7,787

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △3

関係会社株式評価損 9 0

関係会社整理損 37 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 100 △21

その他 882 1,061

小計 27,746 29,914

利息及び配当金の受取額 61 59

利息の支払額 △48 △38

法人税等の支払額 △2,290 △5,022

営業活動によるキャッシュ・フロー 25,469 24,913

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,515 △1,857

ソフトウエアの取得による支出 △1,536 △1,276

投資有価証券の取得による支出 △30 △69

投資有価証券の売却による収入 157 8

子会社株式の取得による支出 △490 －

長期貸付けによる支出 △5 △116

長期貸付金の回収による収入 68 40

その他 327 794

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,025 △2,477

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △20 △20

配当金の支払額 △4,103 △4,262

その他 △59 75

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,182 △4,206

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 17,260 18,229

現金及び現金同等物の期首残高 32,806 37,924

連結子会社の合併による現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 71

現金及び現金同等物の四半期末残高 50,066 56,225
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 該当事項はありません。  

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

〔海外売上高〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

本邦以外の国又は地域における売上高の合計が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略

しております。 

    

  

  

  

   

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  

システムイ
ンテグレー
ション事業 
（百万円）

サービス＆
サポート事
業 
（百万円）

その他の事
業 
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 138,465 104,705 1,123  244,295  － 244,295

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高 
99 147 1,080  1,328  △1,328 －

計 138,565 104,853 2,204  245,623  △1,328 244,295

営業利益又は営業損失（△） 11,256 4,587 61  15,905  △3,689 12,216
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１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象と

なっているものであります。 

当社は、情報システムの構築・稼動までを事業領域とする「システムインテグレーション事業」と、システム稼動

後のサポートを事業領域とする「サービス＆サポート事業」を主な事業としております。 

従って、当社は「システムインテグレーション事業」及び「サービス＆サポート事業」を報告セグメントとしてお

ります。 

具体的な事業内容としては、次のとおりであります。「システムインテグレーション事業」は、コンサルティング

からシステム設計・開発・搬入設置工事、ネットワーク構築まで最適なシステムを提供しております。「サービス＆

サポート事業」は、サプライ供給、ハード＆ソフト保守、テレフォンサポート、アウトソーシングサービス等により

導入システムや企業活動をトータルにサポートしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日） 

（単位：百万円）

（注）１．その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ビル保守管理、自動車整備、保険、Ｄ

Ｍ、情報管理等の事業を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額は、主として報告セグメントに配分していない親会社の一般管理部門に係る費用であ

ります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月

21日）を適用しております。 

該当事項はありません。  

  

  

〔セグメント情報〕

  

報告セグメント

その他
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期
連結損益
計算書 
計上額 
（注）３ 

システム 
インテグ 
レーショ 
ン事業 

サービス
＆ 

サポート
事業 

計

売上高             

外部顧客への売上高  141,286  107,104  248,390  753  249,144 －  249,144

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 47  243  291  1,076  1,367  △1,367 － 

計  141,333  107,347  248,681  1,829  250,511  △1,367  249,144

セグメント利益  13,287  4,183  17,471  76  17,547  △3,604  13,943

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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